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以下「平成 6年最判」という。）及び最高裁第二小法廷平成 7年 4月 28日判決




























































































































































































































































































































































































































































































110 〜 150件程度、また告発分の一件当たりの脱税額は 100 〜 140百万円程





















年　　度 22 23 24 25 26
着手件数 （件） 196 195 190 185 194
告発件数 （件） 156 117 129 118 112
告発一件当たり脱税額
（全件平均）
（百万円） 115 102 107 78 83
告発一件当たり脱税額
（告発分）
（百万円） 137 134 135 99 110
出典：国税庁報道発表資料「平成 26 年度査察の概要（平成 27 年 7 月）」












実地調査件数 （千件） 91 62 12 165 87 32 117
非違があった件数 （千件） 66 51 10 127 49 26 32
うち不正計算が
あった件数


































































































































い旨の最判（最高裁第三小法廷昭和 38年 2月 12日判決、最高裁第三小法廷
昭和 38年 4月 9日判決）が出され、昭和 24年 7月最判の積極的な不正行為が
ない場合には逋脱犯は成立しないとの解釈に回帰した。




年（れ）第 893号同年 7月 9日第二小法廷判決および同 33年（あ）第 1569号同
38年 2月 12日第三小法廷判決は所得税に関するものであり、同 33年（あ）第
















































































































































































この事件は、相続開始日等から、平成 23年 5月 11日裁決（第 2編第 2章第
2節イ（ハ）参照）の事例であると思われるが、重加算税の賦課決定処分につ
いては、審判所が「特段の行動」があったとは認められないとして、その処































































































































































































は、国税通則法（昭和 59 年法律第 5 号による改正前のもの、以下同じ）

























最終修正申告に係る総所得金額の約 10 ないし 15 パーセントにとどまる






















場合に当たるというべきである（最高裁昭和 46年（あ）第 1901号同 48年












































































































































































































































































































　（ロ）平成 14年 4月 17日裁決
①事案の概要







































































































































































































































































































































































等となった事案は、平成 18 年 11 月 16 日裁決、平成 23 年 9 月 27 日裁
決（以上、認めた事例）、平成 23 年 2 月 23 日裁決、及び平成 23 年 5 月










































り消しに至っている（平成 20 年 12 月 18 日裁決、平成 23 年 1 月 25 日


























































































































































































































































































1  武田昌輔　監修『DHC コンメンタール　国税通則法』（第一法規）　3534 〜 3543 の 2 頁




3  前掲 1　3635 〜 3641 の 3 頁








ろう。」と述べておられる（「重加算税賦課の構造」税理 22 巻 12 号 [1979.10] 4 頁）。





6  平成 12 年 7 月 3 日付事務運営指針
7  住田裕子法務省訟務局付検事「重加算税の賦課要件としての『隠ぺい・仮装』行為（上）
－平成 6 年・7 年の二つの最高裁判決を中心に」（商事法務 1419 号）2 頁
8  志馬喜徳郎他　共編『国税通則法精解』（平成 19 年版）689 頁
























年度 17 18 19 20 21
告発件数 150 166 158 153 149





ー ー 2 3 2
出典：財務省　「平成 23 年度税制改正の解説」673 頁
14 無申告の場合は申告行為がないので法定申告期限（法定納期限）の経過の時点が基準に
なる。
15 後述の神戸地裁平成 26 年 1 月 17 日判決を参照されたい。
16 民集 12 巻 6 号 938 頁
17 昭和 37 年に制定された国税通則法により、重加算税の率は 50％から 30％に引き下げら











3639 の 3 頁）

























を含まないと解するのが正当ではないかと思う。」（「重加算税賦課の構造」税理 22 巻 12
号 [1979.10]6 頁）
28 前掲 26　516 頁
29 近藤崇晴　最高裁調査官「時の判例」（ジュリスト 1073 号）314 頁
30 三木義一立命館大学教授「いわゆる『つまみ申告』と重加算税の賦課要件」（判例時報
1546 号）176 頁









34 三木義一教授は、実務の見解として（i）〜（iii）を紹介されている（前掲 30　175 頁）。
35 前掲 7　2 頁
36 前掲 26　512 〜 514 頁。ただし、「特段の行動」の事実認定において、平成 7 年最判が税
理士の是正助言義務を根拠として隠ぺい等に当たる旨を判示しており、その結論につい
ては到底肯首できないとしている。
37 前掲 30　176 頁
38 前掲 30　177 頁
39 前掲 26　514 頁
40 前掲 2　272、273 頁
41 前掲 2　272 頁
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